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１　は　じ　め　に

　オランダの会社訴訟（非訟）の多くは，商事裁判所（Ondernemings-

kamer）とよばれる特別裁判所において扱われる。商事裁判所はアムステ

ルダム高等裁判所の特別部として１９７１年に設立され，３名の職業裁判官と

２名の非法律家で構成されている。非法律家裁判官は上場会社の元取締役

や公認会計士が就くことが多い１）。

　商事裁判所が扱う事件のうち最も重要とされているのが「調査請求手続

（enquêteprocedures）」であり，この手続を通じて，対象会社において
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１）　拙稿「オランダ商事裁判所と取締役の経営判断の審査に関する若干の考察」
修道法学３５巻２号１０８９頁（２０１３）参照。
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「誤った経営（方針）（wanbeleid）」２）が行われていたかが調査され，それに

対する種々の救済措置が講じられる。商事裁判所はまた，紛争処理手続

（geschillenregeling）と少数株主締出手続（uitkoopregeling）において株式

買取価格を決定する権限を有する。そのほか，株主その他の利害関係者の

申立てにより会社の財務諸表を修正し，または無効とするための手続や，

業務執行に関する取締役会の提案に対する経営協議会からの異議，構造規

制会社の監査役会の構成に関する問題を扱う。さらに地方裁判所で提起さ

れた会社訴訟の控訴審の役割も担っている。

　本稿はオランダ特有の会社非訟手続である調査請求手続の概要とその意

義を明らかにすることを目的とする３）。

２　概　　　　　要

　オランダ会社法は，会社のステークホルダーに対し，会社の経営につい

て調査を実施するよう商事裁判所に申し立てることを認めている。申立て

は，会社の経営方針や業務執行が適切でないと疑うに足る十分な根拠があ

る場合に認められる。対象となるのは株式会社（公開会社（naamloze 

vennootschap: NV），非公開会社（besloten vennootschap: BV））だけでな
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２）　“wan”は英語の “mis”に相当する接頭辞である。“wanbeleid”には，取締役の
任務懈怠責任が問われるような行為だけでなく，個々の株主による違法とはいえ
ないまでも不適切な行為が含まれる。このため「違法経営」という訳語を与える
とすると，狭きに失するきらいがある。小山貞夫編著『英米法律語辞典』（研究
社，２０１１）では，“mis”ではじまる適切な熟語が充てられない一連の用語につい
ては，「誤った～」と訳出しており（７０９－７１０頁），本稿もこれにならうこととす
る。また “beleid”は「方針」の意であり，したがって “wanbeleid”は「誤った方
針」と訳すのが原語に忠実である。「経営」を意味する “bestuur”が用いられて
いないのは，調査対象に個々の株主も含まれるためである。しかし実際の事案の
多くは取締役を対象としたものであることから，本書では文脈上「経営」という
訳語が不適合な場合を除き，原語よりやや意味合いが狭くなる難点はあるが，
「誤った経営」の訳語を用いることとする。
 ３）　調査請求権を論じた最近の博士論文として，P.G.F.A. GEERTS, ENKELE FORMELE 
ASPECTEN VAN HET ENQUÊTERECHT, Kluwer, ２００４，F. VEENSTRA, IMPASSEZAKEN EN 
VERANTWOORDELIJKHEDEN BINNEN HET ENQUÊTERECHT, Kluwer, ２０１０がある。



く，経営協議会（ondernemingsraad）の設置が義務づけられている財団や

社団のほか，協同組合や相互保険会社も含まれる４）。また，欧州経済利益団

体（European Economic Interest Grouping: EEIG），オランダ国内の欧州会

社（Societas Europaea: SE）および欧州協同組合（Societas Cooperativa 

Europaea: SCE）にも適用されるが，本稿では専ら株式会社を対象に検討す

る。外国会社は適用対象外である５）。

　調査請求手続に関する法令は，民法典第２編３４４条～３５９条である６）。２０１２

年に成立した調査請求権改正法（Wet Wijziging Enquêterecht）７）が２０１３年

１月１日から施行されており，特に手続面で重要な改正が行われた。また，

民事訴訟法典第３編（２６１条以下）が，若干の例外を除いて適用されるが，

その特徴として比較的インフォーマルで迅速である点が挙げられる。これ

は調査手続によって会社の事業運営が妨げられるのをできるだけ防ぐ趣旨

である。

　調査請求手続については商事裁判所が専属管轄権を有しており８），この分

野の特別裁判所と位置づけられている。その判断はオランダの会社法とコー

ポレート・ガバナンスに大きな影響を与えている。商事裁判所（およびそ

の判断に対する抗告を扱う最高裁判所）の決定は，取締役等の会社法上の

義務に関する基準を示すものとなっている。

３　目　　　　　的

　調査手続の本来の目的は，誤った経営が行われている場合，すなわち詐

欺的行為や容認し難いリスクを伴う誤った経営が行われている場合に，会
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４）　Art. ２:３４４ BW.
 ５）　Vgl. HR １３ mei ２００５, NJ ２００５, ２９８（Zeelandia Curaçao）.
 ６）　オランダでは会社法が独立した法典となっておらず，他の法人とともに民法
典の第２編として規定されている。本稿本文中で民法典を引用するに際しては，
以下条文番号のみで表記する。
 ７）　Wet van １８ juni ２０１２, Stb. ２０１２, ２７４.
 ８）　Art. ２:３４５ BW.
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社の業務執行の状況を明らかにすることであった。しかし，商事裁判所が

次第にその専門性を発揮するにつれて，そして，さらに１９９４年の法改正に

より暫定的な救済措置を講じる権限が与えられるに至って，商事裁判所は

役割を広げていった。その結果，敵対的買収，株主間の紛争，株主への情

報開示に関する紛争，株主総会と取締役会の対立もこの手続の中で扱われ

るようになった９）。

　調査請求手続に関する会社法の規定の多くは，株主間の紛争の解決に資

するものであるが，適用場面は必ずしもそれに限定されない。この手続は，

正当な理由，すなわち２：３５０条が定めるところの経営（方針）または業務

執行の正当性に疑義がある場合に適用される１０）。したがって，調査は主と

して取締役会および監査役会の行為ならびに株主総会の方針を対象として

いる。

　調査請求手続は，組織再編的な措置，会社の業務執行状況の開示，誤っ

た経営の責任の特定の３つを柱として，会社内部の健全な関係を回復する

ことが主たる目的である。またそれによって予防的な効果を発揮すること

も期待されている１１）。誤った経営の法的責任を確定することはその目的で

はない。そのため商事裁判所は損害賠償を命じることはできない。しかし

調査請求手続は，役員の損害賠償責任を問う民事訴訟に発展することが多

いのも事実である。Unilever事件の最高裁判所の言葉を借りれば，商事裁

判所は，ある財産が申立人と会社のどちらに帰属するかといった争いを解

決する場ではないのである１２）。
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９）　MARIEKE VAN HOOIJDONK & PETER EIJSVOOGEL, LITIGATION IN THE NETHERLANDS. 
CIVIL PROCEDURE, ARBITRATION AND ADMINISTRATIVE LITIGATION, ２nd edition, Kluwer 
Law International, ２０１２, at ７５.

１０）　Vgl. HR ９ juli １９９０, NJ １９９１, ５１（Sluis）.
１１）　HR １０ januari １９９０, NJ １９９０, ４６６（OGEM）; HR ２６ juni ２００９, NJ ２０１１, ２１１
（KPNQwest）.
１２）　HR １８ november ２００５, NJ ２００６, １７３（Unilever）.



４　申　立　権　者

４．１　概　　　要

　調査請求の申立権者は，２：３４６条１項に限定列挙されている。会社の株

主，定款または契約により請求権を付与された者のほか，会社自身が請求

権を有する。さらに，労働組合および公益の観点から法務次官（advocaat-

generaal） １３）も申立権を与えられている。これは会社が単に株主の手に委ね

られるものではなく，様々な利害が関係する社会的な団体であるという考

え方を踏まえているためである。調査請求の大半は株主によってなされて

いるが，時に労働組合や法務次官が権利行使をすることがある。調査請求

権は株主によって広く利用されるようになり，今日までに数多くの裁判例

が生まれている。

４．２　株　　　主

　資本金の額が２，２５０万ユーロ以下の会社では，株式または株式預託証券

（certificaten van aandelen）を合わせて発行済資本の額の１０分の１以上また

は額面額で２２万５，０００ユーロ以上を保有している者が，調査請求を申し立て

ることができる１４）。株式預託証券については，それが公開会社において会

社の協力により発行されたものか否か，非公開会社において株主総会出席

権と結合しているか否かにより所持人の権利内容に違いが生まれるが，こ

れらの違いは調査請求権の行使要件には影響しない。無記名株式，記名株

式のいずれであってもよい。
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１３） advocaat-generaalはそれに対応する制度が日本に存在しないため，訳語をどう
するかという問題を伴う。最高裁判所および高等裁判所付の次席検事の地位であ
るが，ここでは欧州司法裁判所の同名職位（Generalanwalt, avocat général）に比
較的よく用いられる「法務官」の訳語を踏まえて「法務次官」としておく。
　なお，欧州司法裁判所の Generalanwalt, avocat généralに「論告官」の訳語を
提案するものとして，中村国際事務所ホームページ（http://lexicon.oushu.net/ 論
告官 .php）参照。

１４）　Art. ２:３４６（１）（b）BW.
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　資本金の額が２，２５０万ユーロを超える会社の場合は，発行済資本の額の

１％以上の株式または株式預託証券を保有する者が請求権者となる１５）。オ

ランダ金融監督法（Wet op het financieel toezicht）の１：１条に定義され

た規制市場もしくは多国間取引施設，またはそれに類似した EU域外の規

制市場もしくは多国間取引施設で株式が取引されている会社にあっては，

１％の保有要件を満たさなくとも，市場価格で２，０００万ユーロ相当の株式を

保有していればよい１６）。価額要件を充足しているかどうかは，申立て直前

の取引日の終値によって判断される。

　以上のように申立権は，株主だけでなく株式預託証券の所持人１７）および

その受益者１８）にも認められている。また，株主または株式預託証券所持人

から代理権を授与された者が申立てを行うことができる１９）。

　株主による申立てに持株要件による制約が課されているのは，調査手続

が会社に悪影響を与える場合もあり得るためである。大会社および上場会

社については，それ以外の会社より要件が厳しく，アクティビスト株主に

とっては調査請求がやや行いにくい状況になっている。定款で持株要件を

緩和することは許されるが２０），要件を引き上げることは許されない。持株

要件は申立て時に充足していなければならず，また審理途中で要件を満た

さなくなった場合は，申立ては却下される２１）。

　担保に供されている株式については，担保権者が株主権を行使できる場

合は担保権者に申立権が認められる。株主権を行使できない担保権者は，

公開会社では担保権設定契約または定款で排除されていない場合に，非公

開会社では担保権設定契約で排除されておらず定款で許容されている場合
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１５） Art. ２:３４６（１）（c）BW.
１６）　Art. ２:３４６（１）（c）BW.
１７）　Art. ２:３４６（１）（b）（c）BW.
１８）　HR ６ juni ２００３, NJ ２００３, ４８６（Scheipar）.
１９）　OK ２２ december １９８３, NJ １９８５, ３８３（OGEM）.
２０）　Art. ２:３４６（１）（b）（c）BW.
２１）　Vgl. HR ８ juli ２０１１, NJ ２０１１, ３０６（Emba）.



に，それぞれ申立権を有する２２）。

　株主あるいは株式預託証券所持人がだれであるかという申立権者の特定

の問題について，商事裁判所は柔軟な態度を示している。調査請求権は，

リスク資本提供者の経済的利害関係を射程に入れていることから，調査請

求権の目的に照らして株主または株式預託証券所持人としての利益を有す

る者は，申立権を有する株主または株式預託証券所持人として扱ってよい

とされる２３）。

４．３　会　　　社

　調査対象となる当該会社自身も調査請求の申立てをすることができる。

２０１３年の法改正により明文規定が設けられた２４）。

　実際に申立てを行うのは法人の代表者である。株式会社の場合は取締役

会であるが，定款で代表者が定められている場合は代表権を有する取締役

が行う。申立ては，監査役会または一層制の会社の場合は非業務執行取締

役が行うこともできる２５）。破産会社にあっては，管財人（curator）が申立

権者となる２６）。調査手続中に会社が破産しても，調査手続の進行は妨げら

れない。

　会社による申立てには，特定の株主の行動を理由とするものがある。例

えば会社に支配的な影響力を持つ株主が株主権を濫用したとされる場合で

ある２７）。
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２２） Artt. ２:８８（４）en ２:８９（４）BW（NV）. Artt. ２:１９７（４）en ２:１９８（４）BW（BV）.
２３）　HR ２９ maart ２０１３, NJ ２０１３, ３０４（Chinese Workers）.
２４）　Art. ２:３４６（１）（d）BW.
２５）　Art. ２:３４６（２）BW.
２６）　Art. ２:３４６（３）BW.
２７）　Zie OK ２５ februari ２０００, JOR ２０００, ７５（Medisch Centrum voor Esthetische 
Geneeskunde）; OK １０ maart ２０００, JOR ２０００, １００（Nedbel Holdings）; OK ３ maart 
１９９９, NJ １９９９, ３５０（Gucci）en OK １６ oktober ２００１, JOR ２００１, ２５１（RNA）.
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４．４　労働組合，経営協議会（Ondernemingsraad）

　会社（または当該会社の企業グループ会社）の被用者が組合員となって

いる労働組合で，法人設立登記後２年以上を経過し，その定款において被

用者としての組合員の利益を促進することを目的として定めており，かつ，

当該業界または当該会社において実際に活動をしているものは，調査請求

申立てをすることができる２８）。

　経営協議会に申立権が認められるかについては，議論があるものの，法

文中で特定されている申立権者は限定列挙であり，経営協議会は申立権者

ではないと解されている２９）。

　しかし経営協議会には調査手続の中で一定の権利が与えられている。す

なわち，経営協議会が設置されている会社では，労働組合が事前に経営協

議会に対して書面で見解を示す機会を与えなければ，労働組合による調査

請求申立ては受理されない３０）。労働組合によるむやみな申立てを抑制する

ための規定であり，また，経営協議会と労働組合の主導権争いの妥協の結

果でもある。実際には労働組合が申立てを行った事例は少ない。

　また定款に定めを置くか，または会社と経営協議会で個別に合意するこ

とで，経営協議会に申立権を与えることができるほか３１），経営協議会は調

査手続の中で利害関係者として調査申立てに対する陳述書を提出すること

ができる３２）。

４．５　定款または会社との契約による申立権者

　契約または定款の定めにより，調査請求権を例えば経営協議会や従業員

個人に与えることができる３３）。Inter Access事件は，特別に創設された財
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２８） Art. ２:３４７ BW.
２９）　HR １ februari ２００２, NJ ２００２, ２２５（De Vries Robbé I）.
３０）　Art. ２:３４９（２）BW.
３１）　Art. ２:３４６（１）（e）BW.
３２） Art. ２７９ Rv.
３３） Art. ２:３４６（１）（e）BW. Zie OK ５ oktober ２００５, JOR, ２００５, ２９６; OK １６ oktober →



団および会社の監査役会とその構成員に，会社が契約によって調査請求権

を付与していたところ，これらの者が調査請求の申立てを行ったというも

のである３４）。

４．６　法 務 次 官

　法務次官は，会社の業務執行に公益が関わっている場合に，調査請求を

申し立てることができる３５）。例えば，会社の経営が国または地域の経済に

大きな影響を与える場合，大量の雇用が問題となる場合，あるいは一つの

会社の誤った経営が他の会社に波及したり業界の信用問題に発展したりす

る場合である３６）。

　公益を判断する要素としては，会社のさまざまなステークホルダー，法

的手続の重要性および商事裁判所の判断の先例的価値が挙げられる。その

ような観点から，公益ということばは制限的ではなく拡張的に解釈される

べきと考えられている。公益を根拠とする調査請求は裁判例でも広く認め

られてきている３７）。

　法務次官は調査請求の準備として専門委員に調査をさせることができる。

対象会社は要求された情報を提供する義務を負い，帳簿閲覧に応じなけれ

ばならない。

　公益が関わる場合であっても，法務次官は調査請求を申し立てる義務は

ない。公益を理由とする調査請求においては，商事裁判所が他の理由で調

査をすでに命じている場合であっても，法務次官は申立てができる３８）。実

際に申立てを担当するのは，商事裁判所が所在するアムステルダム管轄区
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２００７, ARO ２００７, １６６ en OK １０ december ２００８, JOR ２００９, ３８.
３４）　OK ３１ december ２００９, JOR ２０１０, ６０（Inter Access）.
３５）　Art. ２:３４５（２）BW. Vgl. HR １０ januari １９９０, NJ １９９０, ４６６（OGEM）.
３６）　VAN HOOIJDONK & EIJSVOOGEL, supra note ９, at ７８.
３７）　Vgl. OK ２８ december １９８１, NJ １９８３, ２５; OK ２６ juni １９８６, NJ １９８８, ９９; OK ８ 
oktober １９８７, NJ １９８９, ２７０; OK １６ juli １９８７, NJ １９８８, ５７９.

３８）　HR １ februari ２００２, NJ ２００２, ２２６（De Vries Robbé II）.

→
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の法務次官である。

５　事　前　通　知

　調査請求の申立てが受理されるためには，申立人が事前に会社の取締役

会に（監査役会設置会社の場合は監査役会にも），書面で会社の経営に関す

る異議の内容を通知していることが必要である。この義務は法務次官が申

立てを行う場合にも適用される３９）。不意打ちを避け，経営者がそれを検討

して対策を講じ，または反論を準備する機会を与えるためである。経営者

が自ら業務執行を正す機会を与えられるべきであることを考えれば，この

ルールは合理的なものといえる。また申立人が無茶な申立てを行って会社

に損害を与えるリスクも軽減される。この機会が与えられるのは調査対象

となる会社に限られる。会社が破産手続中の場合は，事前通知は管財人に

対して発せられる。

　通知の方法は限定されていない。申立書の写しを会社宛てに送付しても

よいし，株主総会において口頭で伝えた後に，議事録にその内容が記載さ

れたことをもって足りるとされている４０）。

　事前通知は申立書が提出される前に行わなければならないが，商事裁判

所はこの要件を形式的に解釈することはしておらず，OGEM事件４１）では

さらに一歩踏み込んだ判断を示した。すなわち，事前通知は会社（の取締

役）が不意打ちを受けることを避けるのが目的であるところ，OGEM事件

では会社の経営の根幹に関する様々な異議が出されていたことを会社側も

十分認識しており，ホールド・アップというような問題はなかったとして，

事前通知要件を満たしていないとする会社側の主張を斥けた。すなわち商

事裁判所は，書面が実際に届いた日よりもむしろ経営者が現実に異議を知っ
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３９） Art. ２:３４９（１）BW. 会社が破産手続中の場合は，事前通知は管財人に対して
発せられる（HR １９ mei １９９９, NJ １９９９, ６７１（De Haan Beheer））。

４０）　Vgl. OK ３ januari １９７７, NJ １９７７, ３４２（Oostrums Algemene Beleggingsmaat-
schappij）; OK ２ februari １９８９, NJ １９９０, １４６（Friesendorp）.

４１）　OK ２２ december １９８３, NJ １９８５, ３８３（OGEM）.



たのがいつであるかを重視したのである。

　事前通知から申立書の提出までどれくらいの時間の経過が必要かは，個々

の事案および経営陣の反応の状況によっても異なってくるが，商事裁判所

は６週間では短いと判断したことがある４２）。しかしこれに対しては，当該

事案では会社が不満を伝えてきた労働組合（申立人）に対して，会社側が

調査のための会計士を指名したことを伝えており，すでに事前通知に対し

て反応していたという学説からの批判がある４３）。なお，事前通知後速やか

に調査請求の申立てが行われなかったことは，一般には調査請求却下の理

由とされることはない４４）。

　複数の申立人がいる場合に，一部の申立人が実際に事前通知を行ってい

なくても，申立書面の内容から十分な数の株主によりその内容が支持され

ているとされれば申立ては有効なものとして扱われる４５）。

　法務次官が調査請求申立てを行う場合，法務次官は経営協議会と共同で

申立てを行うか，経営協議会に意見を述べる機会を与えなければならない４６）。

６　調　査　対　象

　株主からの調査請求の申立ては，一般に当該株主が保有する株式を発行

した会社の経営方針や業務執行が対象となる。しかし当該会社の完全子会

社も調査対象となる場合がある。商事裁判所がいわゆる企業グループ調査

（concernenquête）を命じた場合である。親会社株主は，調査請求申立てに

際し子会社も調査対象に含めるよう商事裁判所に対し請求することができ

る。２つの会社が企業グループとして共通の経営が行われている経済体で，

子会社が完全子会社として親会社から経営支配を受けているケースについ
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４２） OK ３ februari １９７７, NJ １９７７, ３４３（Huizenga）.
４３）　P. VAN SCHILFGAARDE, VAN DE BV EN DE NV, １６e druk, Kluwer, ２０１３, § １１８.
４４）　OK １８ augustus ２００５, JOR ２００５, ２７１（Dubbelhuis）.
４５）　HR ６ oktober １９９３, NJ １９９４, ３００（Bobel）.
４６）　Art. ２:３４９（２）BW.
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ては，最高裁判所はこれまで企業グループとしての調査手続を認めている４７）。

　親会社のみが調査対象とされた場合であっても，親会社が子会社に対し

て適用している経営方針については調査対象に含まれる。しかしこの場合，

調査対象はあくまで親会社のみである。これに対して商事裁判所が企業グ

ループ調査を命じた場合は，子会社は独立した調査対象となる。最高裁は

これを「親会社株主の子会社調査請求権（bevoegdheidsdoorbraak）」とし

て認めており，それが認められるための要件が問題となる。商事裁判所の

裁判例では，６０％子会社では原則として企業グループ調査は認められてい

ないが，７５％子会社の場合に認めた例がある４８）。当事者でない子会社の少

数派株主に調査手続が影響を及ぼすことが配慮されているためである。一

方，Chinese Workers事件４９）で最高裁判所は，香港親会社の出資者とオラ

ンダ子会社の出資者である香港親会社を同列にとらえて企業グループ調査

を認めたが，これは例外的なものであり，香港親会社がオランダ子会社の

発行済株式を支配しており，さらにその事業活動も親会社からの出向者で

賄われていたなど，親会社が実質的に事業を行っていたと認定されたこと

による。

　親会社から子会社へという上から下に向かっての調査に加えて，下から

上に向かっての調査も認められる。子会社の労働組合員からの調査請求に

おいて，子会社に加えて親会社の調査請求も申し立てられた事件で最高裁

判所は，子会社の経営方針および業務執行が完全にまたは専ら親会社によっ

て決定されていることを要件として，親会社の調査を認めるとした５０）。
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４７） HR ４ februari ２００５, NJ ２００５, １２７（Landis I）.
４８）　HR ４ februari ２００５, NJ ２００５, １２７（Landis I）.
４９）　HR ２９ maart ２０１３, NJ ２０１３, ３０４（Chinese Workers）.
５０）　OK １７ maart １９９４, NJ １９９５，４０８（Janssen Pers）.



７　調査請求申立て（第１ステップ）

７．１　利害関係者

　調査手続の第１ステップは，申立人が商事裁判所に会社の経営方針や業

務執行の調査を命じるよう請求する申立書（verzoekschrift）の提出にはじ

まる５１）。商事裁判所は申立書を受理すると，申立人と利害関係者（株主，

取締役，監査役等）に対して召喚状（oproeping）を発行し，調査請求が申

し立てられた旨を通知する５２）。通知を受け取る前に利害関係者の側から自

ら手続に参加する意思を商事裁判所に通知することもできる。

　召喚状を受け取った者は，審理開始前の商事裁判所の定める一定の期間

内に（通常１週間程度），意見書を提出することができる５３）。利害関係者は

調査請求対象のあらゆる事柄について意見を表明することができる５４）。ま

た利害関係者は反対申立てとして，申立書の記載内容とは異なる事実や追

加的な事実，あるいは申立てとは異なる期間を調査対象とすることや暫定

的救済の申立てを行うことができる。

　利害関係者であるか否は，手続の結果にその者の利益がどの程度影響を

受けるかによって判断される。調査対象との関係が密接であるために，そ

の者の利益を保護する必要がある場合は，利害関係者として扱われる５５）。

調査請求申立ての持株要件を満たさない株主も商事裁判所によって利害関

係者と認められる場合がある５６）。商事裁判所は必要に応じてこの段階で専

門委員（deskundigen）から意見を聞いて，利害関係者と認めるかどうかを

職権で判断することができる。
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５１） Art. ２:３４５ BW.
５２）　Art. ２７９ Rv.
５３）　Art. ２:３４９a（１）BW.
５４）　HR ３０ maart ２００７, NJ ２００７, ２９３（ATR）.
５５）　HR ６ juni ２００３, NJ ２００３, ４８６（Scheipar）.
５６）　OK ６ januari ２００５, JOR ２００５, ６（Ahold）.
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７．２　調査開始要件

　調査請求は，会社の経営方針および業務執行に関わるすべての事柄につ

いて申し立てることができる。事業計画，新事業提案，社内での意思決定

など，単独の行為でもよいし一連の行為でもよい。期間は特定しなくても

よいが，申立書提出日以前に生じたことに限られる。取締役会の方針や業

務執行のみならず，その他の会社機関やその機関を構成する自然人を対象

としてもよい。調査請求手続は，会社の具体的な事業だけでなくガバナン

ス体制についても対象とすることができる。

　商事裁判所は，経営方針または業務執行の適切さを疑う十分な根拠

（gegronde redenen）が示された場合に，調査開始の申立てを許容する５７）。

これは，もし調査が命じられたとすれば，適切な経営方針または適切な業

務執行が認められないという結論に到達する合理的な可能性がある状況を

意味する。この要件が充足されているかについての判断は，商事裁判所の

みが裁量権を有している。商事裁判所は当該事案の諸事情を考慮して結論

を下すが，その結論に向けての主張責任は申立人にある。

　これまでの事件で調査開始の要件を満たすと認められたものとして，次

のようなケースがある。（ⅰ）意思決定プロセスにおけるデッドロック。こ

れは株主総会，取締役会またはその双方の機関において，デッドロックに

陥った場合である。（ⅱ）取締役会と一人株主の対立，（ⅲ）株主への開示

不備または株主に対する開示情報の差別的取扱い，（ⅳ）利益相反，（ⅴ）

少数株主の利益の軽視，（ⅵ）コーポレート・ガバナンスの不備。商事裁判

所は，複数の事情の合わせ技で調査開始要件を満たすと判断することもあ

る。

　調査請求を認容する要件の適用はあまりに厳格であってはならないが，

要件を満たしている場合に調査請求を認めるかどうかは，商事裁判所の裁

量による。事案によっては，合理的な根拠があっても調査請求を認めない
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５７） Art. ２:３５０（１）BW.



こともある。例えば，調査を命じることによって会社および関係者の利益

が損なわれる一方で，回復できる利益が小さい場合である。商事裁判所は，

調査請求を退ける場合にも利益考量を行うことが求められる５８）。一方，調

査費用を確保できる可能性がないというだけでは調査の利益を欠くとはい

えない５９）。しかし，調査開始を決定するに先立って誤った経営の存在を認

定しなければならないわけではない６０）。商事裁判所は広範な裁量権を有し

ており，最高裁判所も商事裁判所に対してその決定の正当性に高いハード

ルを設けることはしていない６１）。

　商事裁判所は，合理的な根拠なく申立てがなされとして申立てを認めな

かった場合に，会社の申立てに基づき，会社に生じた損害について申立人

に賠償を命じることができる６２）。ただし申立てが却下されたという事実の

みでは合理的な根拠のない申立てがなされたということにはならず，合理

的でないということを示す状況がある場合に限られる。実際に商事裁判所

が申立人に損害賠償を命じた例はまれである６３）。

　会社が破産宣告を受けたこと，解散決議をしたこと，支払停止処分を受

けたことによって，それ以前の事実関係についての調査が妨げられること

はない６４）。ただしこれらの場合には，会社による調査費用の負担が問題と

なる。破産管財人が調査の実施に納得しなければ，費用負担を拒絶するこ

とが考えられ，その場合調査費用は破産財団の債務とならない６５）。調査は

田邉：オランダ会社法における調査請求手続（Enquêteprocedures）序説

483（　 ）43

５８） HR ２０ november １９９６, NJ １９９７, １８８（Wijsmuller）.
５９）　OK ９ januari ２００６, JOR ２００６,４５（KPNQwest）.
６０）　OK ５ januari １９９５, NJ １９９５, ３１１（Verto）.
６１）　HR １８ november ２００５, NJ ２００６，１７３（Unilever）.
６２）　Art. ２: ３５０（２）BW.
６３）　認容例として，OK ４ mei ２００９, JOR ２００９, １９０（La Casserole）。否認例として，
OK ８ oktober １９９８, NJ １９９９, ３４９（European Bulk Services）en OK ２４ september 
１９９８, NJ １９９９, ３３２（Horgen Papier）。
６４）　HR ２６ juni ２００９, NJ ２０１１, ２１０（KPNQwest）.
６５）　HR ２４ juni ２００５, NJ ２００５, ３８２（Decidewise）en HR ９ december ２００５, NJ ２００６, 
１７４（Landis II）.
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申立人を含むその他の者がそれを負担する場合にのみ実施可能となる。裁

判所は調査費用の担保提供期限を設定することができる６６）。破産以外の理

由で会社が解散を決議した場合であっても調査請求は妨げられない。

７．３　事　　　例

　最も問題になるのは，経営方針または業務執行の適切さを疑う十分な根

拠が認められるかどうかである。Gucci事件６７）では Gucciが LVMH（ル

イ・ヴィトン）による敵対的買収を不成功に終わらせるためにとった防衛

策について，経営方針の正当性に対する疑義に合理的な根拠があるかどう

かが問題となった。また，Chipshol事件６８）では，会社の利害関係者が継続

的かつ広範に会社に対する訴訟を提起したことが，調査開始の合理的な根

拠と認められた。このほか，会社が数年間にわたって会社の利益のためと

いう正当な理由なく利益をわずかしか配当しなかったのみならず，定款変

更にも協力的でなかった場合は，明らかに正当な経営方針を疑う根拠があ

ると認められた例がある６９）。取締役と会社の間に利益衝突が発生した場合

に，監査役会による監督が適切に機能したかどうかについて合理的な疑い

があるとして調査請求が認められている７０）。

　上場会社については，オランダ・コーポレート・ガバナンス・コードに

従っていない場合，とりわけ少数派株主の利益が損なわれるおそれがある

場合に調査請求が認められる７１）。一般投資家を誤解させる可能性を理由と

して調査が認められたものとして，KPNQwest事件と Fortis事件がある７２）。
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６６） HR ２６ juni ２００９, NJ ２０１１, ２１０（KPNQwest）.
６７）　OK ８ maart ２００１, JOR ２００１, ５５（Gucci）.
６８）　OK ３１ december １９９８, NJ １９９９, ３７６（Chipshol）.
６９）　HR ９ juli １９９０, NJ １９９１, ５１, gevolgd door OK ２４ januari １９９１, NJ １９９１, ２２４
（Sluis）.
７０） OK ２６ september １９９１, NJ １９９２, ３１０（VHS）.
７１） HR １４ september ２００７, NJ ２００７, ６１２（Versatel III）.
７２）　OK ２８ december ２００６, JOR ２００７, ６７（KPNQwest）; OK ２４ november ２００８, 
JOR ２００９, ９ en ９ februari ２００９, JOR ２００９, ７０（Fortis）.



KPNQwest事件では，KPNQwest社が不正確な財務情報と市場の見通しを

開示して一般投資家をミスリードしたとして，コーポレート・ガバナンス

体制の不備を株主が主張した。Fortis事件では，ABN AMRO銀行による

買収を阻止するため Fortis社経営陣が事実と異なる財務情報を流し，その

後経営危機に陥ると資金調達のためにベルギーおよびオランダ当局と取引

をしたことに対して，調査開始が認められた。また，Stork事件７３）では，

上場会社の経営陣とアクティビスト株主グループとの関係が著しく損なわ

れたことが判断対象となった。

　上場会社の清算により企業グループ内の無担保貸付が明るみになった

Bobel事件７４）では，上場が廃止された後に外部監査人が財務状態について

無限定意見を出すことを拒絶したことを踏まえて，経営方針の正当性に合

理的な疑義があるとされた。その後に行われた調査の結果，誤った経営が

あったとする検査役の報告書（本稿８．５参照）が提出され，財務諸表を承認

し役員を免責した決議が無効と宣言されたうえ，調査費用を一部の役員に

負担させる決定が下された。

　Inter Access事件７５）では，多数派株主が必要な資金提供を行わなかった

ことが，健全な経営方針を疑う合理的な理由になるとされた。会社が経営

危機を脱するための新株発行緊急動議を多数派株主が退けたというもので

ある。

　持株比率５０％の株主によって調査請求が申し立てられる案件の数が比較

的多い。会社の経営方針を巡ってデッドロックに陥ることが生じるためで

ある。この場合商事裁判所は，諸事情を考慮した上で経営方針の正当性に

ついて合理的な疑義があるかどうかを判断している７６）。また，裁判所はヒ
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７３） OK １７ januari ２００７, JOR ２００７, ４２（Stork）.
７４）　OK ２ januari １９９２, NJ １９９２, ３２９, gevolgd door HR ６ oktober １９９３, NJ １９９４, ３００
（Bobel）.
７５）　OK ３１ december ２００９, JOR ２０１０, ６０（Inter Access）.
７６）　Zie OK ２６ juli ２０１１, JOR ２０１１, ３３０（TNA）en OK ７ februari ２０１２, JOR ２０１２, 
１４３（Chinese Workers）.
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アリングに際して和解を試みることも多い。デッドロックに陥ったという

事実のみでは調査開始は認められない７７）。デッドロック解消のために仲裁

手続が用いられる場合もあるが，仲裁に移行しても調査請求の途が閉ざさ

れるわけではない７８）。

８　調査（第２ステップ）

８．１　概　　　要

　商事裁判所は，経営方針の正当性または業務執行の適切さを疑う十分な

根拠があると判断して申立てを許容すると，調査命令を下し，１名または

複数の検査役（rapporteur）７９）を任命する。調査命令では，調査の対象と期

間が定められる。商事裁判所は，会社の利益になると考えたときは，調査

請求申立書で示された範囲を超えて調査対象を特定してもよい。

　検査役は経営方針および業務執行についての調査結果を報告書（rapport; 
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７７） OK ２０ april １９８９, NJ １９９１, ２０５（Neerpelt）.
７８）　OK ２１ november １９９１, NJ １９９２, ２５４（ITP Holland）.
７９）　“rapporteur”は「調査役」と訳すのが，事実関係を調査してその結果を裁判
官に報告する役割を担う者という原語のニュアンスをよく表すと思われるが，「調
査役」は銀行等の使用人の役職名称という使われ方が定着している。このため，
わが国会社法中，部分的に類似した機能を有する「業務の執行に関する検査役」
（会社法３５８条）を踏まえて，「検査役」の訳語を用いることとする。ただし，わが
国の検査役は，設立，現物出資，株主総会招集手続にも関わるなど，オランダ会
社法の “rapporteur”とはその機能や権限が異なることに留意しなければならない。
　オランダの法律家も “rapporteur”を英語で説明する際に適切な訳語がなく，や
むを得ず “investigator”の訳語を用いると釈明しているものがある。“investigator”
の訳語に商事裁判所が納得していないためであるとしている。（Marius Josephus 
Jitta, “Procedural aspects of the right of inquiry”, in THE COMPANIES AND BUSINESS 
COURT FROM A COMPARATIVE LAW PERSPECTIVE, Marius Josephus Jitta et al.（ed.）, ２００４ 
Kluwer at ２２, footnote ３８）。
　邦語文献では，“rapporteur”に「監査人」の訳語を充てているものがあるが
（柏木邦良『欧米亜普通会社法第 II巻』（リンパック，１９９８年）），“rapporteur”は
法的判断を下したり監視・監督権限を行使したりする者ではないことを明らかに
しようとしたオランダ会社法立法者の苦心の用語選択の趣旨を反映できていない
きらいがある。



verslag）としてまとめる。検査役は会社の帳簿を閲覧することができ，会

社の取締役，監査役および被用者は，調査遂行のために必要なすべての情

報を検査役に提供しなければならない。検査役はまた商事裁判所に対して

証人尋問を求めることができる。

　調査の費用は会社負担となり，必要な場合には会社は担保を提供しなけ

ればならない８０）。さらに検査役が法的責任を問われた場合の防御費用につ

いても合理的な範囲で会社がこれを負担しなければならない。

８．２　迅速処理の原則

　商事裁判所は申立てを可及的速やかに処理しなければならない８１）。申立

てから商事裁判所の最初の実体判断までの期間は一般に２～３ヵ月である

が，長いものは１年を要することもある。事案の複雑さ，検査役や調査対

象者の人数，グループ企業への広がりの有無などにより調査期間も変わっ

てくる。

　商事裁判所が調査の開始を認めない決定を下し，それに対する抗告が最

高裁判所で係属している場合は，その後の商事裁判所での手続は最高裁判

所の決定を待って進められる。この場合，調査が最終的に開始されるとし

ても相当の日数経過を要する。現実には７～１０ヵ月を要するとされ，検査

役の報告書に基づき申立人が具体的な救済措置を得られるまでには相応の

時間がかかることになる。

　調査開始命令とともに商事裁判所の最終判断は救済措置を講じるか否か

に限られることになる。申立人自身が調査の帰趨を左右することはできな

い８２）。
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８０） Art. ２:３５０（３）BW.
８１）　Art. ２:３４９a（１）BW.
８２）　HR １７ december ２０１０, NJ ２０１１, ２１３（KPNQwest）.
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８．３　検査役の権限

　商事裁判所は，その裁量において検査役を選任する。検査役に選任され

るのは企業法または企業経営において専門知識や実務経験を有する者であ

るが，商事裁判所は，元監査役，企業コンサルタント，弁護士，企業経営

者などの非公表の候補者リストを作成しており，その中から検査役を選任

する。

　商事裁判所は検査役の選任決定において検査役の任務について言及する。

会社の権限に介入して調査を行うことが明言されることもある。調査対象

は会社の「経営方針および業務執行」全般である８３）。特定の経営方針・業

務執行や一定期間の経営方針・業務執行が対象とされる場合もある。

　検査役とともに受命裁判官（raadsheer-commissaris）が任命され，検査

役はその監督下で調査を遂行する８４）。受命裁判官の監督権の行使は補充的

なものであって，申立人または利害関係者が調査の遂行に関する指揮を求

めた場合に，検査役に意見表明の機会を与えたうえで判断を示す。受命裁

判官はまた，検査役の求めに応じて調査に関する指示をすることがある。

この場合，指示を出す前に会社に意見表明の機会を与えなければならない。

その他の当事者に意見表明の機会を与えることもできる。受命裁判官の判

断に対しては，最高裁判所への抗告はできない。

　検査役は広範な調査権限を有しており，会社のすべての会計帳簿または

これに関連する資料を閲覧することができる。検査役から求められた場合，

会社はその保有する財産を提示しなければならない。取締役，監査役およ

び会社の被用者は自己が有する情報を提供し，検査役がその任務の適切な

遂行に必要と判断する支援をする義務を負う。この義務は調査対象期間に

取締役，監査役または会社の被用者であった者にも適用される。

　検査役は，調査の遂行に必要な場合，調査対象会社と密接に関係する法
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８３） Art. ２:３４５ BW.
８４）　Art. ２:３５０（４）BW.



人の会計帳簿や財産を調べる権限を商事裁判所から与えられることがある８５）。

この場合，当該密接関連法人の取締役，監査役および被用者は，調査対象

会社の取締役，監査役および被用者と同様の義務を検査役に対して負う。

ただし，当該密接関連法人そのものは，調査請求手続の対象となるわけで

はなく，調査請求の手続規定も適用されない。

　検査役の権限は受命裁判官の命令により拡大することができる８６）。検査

役はその任務遂行のために一定の自由を与えられており，民事訴訟の基本

原理である武器対等や公開法廷のルールは適用されないとされてきた。そ

のため商事裁判所の判断が比較的ラフな調査によってなされる弊害が生じ

ているとの懸念が生じ，２０１３年の法改正では，検査役の報告書において特

定された者に報告書の内容についての意見表明の機会を与えなければなら

ないという当事者対抗主義の原理を適用する内容が盛り込まれた８７）。なお，

検査役は守秘義務を負う８８）。

８．４　証 人 尋 問

　検査役は商事裁判所に対して証人尋問を申し立てることができる８９）。証

人に対する尋問は検査役がこれを行うことができる。証人尋問は，会社の

取引先，子会社など調査の対象とならない者から検査役が情報を得る手段

として有効である。実務上も証言の要請を受けた者は多くの場合にこれに

協力している。

　調査手続の当事者は，商事裁判所に対して証拠提出の申し出をすること

ができる。しかしこの手続は迅速を旨としており，商事裁判所に提出され

た証拠がその後の民事訴訟を拘束することはないことから，民事訴訟の証

拠手続の例外として，商事裁判所の裁量により証拠提出が認められない場
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８５） Art. ２:３５１（２）BW.
８６）　Art. ２:３５２ BW.
８７）　Art. ２:３５１（４）BW.
８８）　Art. ２:３５１（３）BW.
８９）　Art. ２:３５２a BW.
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合もある。

８．５　検査役の報告書

　検査役は調査の結果を報告書にまとめて，アムステルダム高等裁判所書

記官室に登録しなければならない９０）。報告書には報告書で言及されている

者がその内容について意見表明をする機会を与えられたことを明記しなけ

ればならない９１）。

　法務次官，会社，申立人およびその弁護士はコピーを入手することがで

きるが，それ以外の者については，商事裁判所が必要と認める範囲でのみ

内容を確認することができる。商事裁判所が認めた場合，報告書の内容は

官報（Staatscourant）に掲載される９２）。商事裁判所は，上場会社の調査報

告については，一般に公表する傾向がある。公表されない報告書の内容に

ついては，商事裁判所長の許可がない限り，当該会社以外の者がそれを第

三者に開示することは許されない９３）。

　調査報告書は事実を提示するものであって，誤った経営があったかどう

かについての結論を示すものではない。調査の結果明らかになった事実関

係から，さらなる調査を行えば不適切な経営方針や業務執行を十分に証明

できる可能性が明らかになれば，誤った経営を疑うに足る合理的な根拠が

あるということになる。調査報告書は，次の第３ステップにおいて商事裁

判所が誤った経営の有無を判断するための証拠となるものである。

８．６　調 査 費 用

　調査費用は，調査対象となった会社が負担する。検査役が調査行為また

は調査報告の内容をめぐって損害賠償の請求を受けた場合の防御費用につ
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９０） Art. ２:３５３（１）BW.
９１）　Artt. ２:３５１（４）en ２:３５３（１）BW.
９２）　Art. ２:３５３（２）BW.
９３）　Art. ２:３５３（３）BW.



いても，合理的な範囲で会社が負担する９４）。検査役の責任については，

２０１３年の法改正により，検査役はその活動によって生じた損害について，

故意または重過失の場合を除いて責任を負わないとされている９５）。仲裁人

の法的責任に関する最高裁判所の判断と平仄を合わせたものである９６）。

　商事裁判所は会社に対して調査費用の担保を提供するよう命じることが

できる。十分な担保が提供されなかった場合，調査請求手続の当事者は商

事裁判所に対して手続の停止を申し立てることができる。

　検査役が調査費用の増額を求めた場合，商事裁判所はそれを認めること

ができる。この場合，申立人その他の利害関係者は意見表明をする機会を

与えられる。会社と検査役の間で調査費用の負担額について合意に至らな

かった場合は，商事裁判所が会社の負担すべき額を決定する。

　報告書の内容を精査した結果，調査請求が合理な根拠に基づかずに申し

立てられたと判断される場合，商事裁判所は当該会社の請求に基づき，会

社が申立人に対して調査費用の全部または一部を求償することを認める決

定を下すことができる９７）。ただし，申立人が虚偽の主張をし，または商事

裁判所を誤解させるような言動を積極的にした場合に限られる。実際に申

立人に対する費用償還請求が認められた例はほとんどない９８）。ここまでは，

調査請求申立て不受理の場合と同様であるが９９），２：３５４条はさらに，調査

報告の結果，調査対象となった個々の取締役，監査役または当該法人に雇

用されているその他の者に「不当な（経営）方針（onjuist beleid）」または

「不十分な業務執行（onbevredigende gang van zaken）」が認定された場合

に，当該取締役等に調査費用を負担させることを定めている。実務では，

破産管財人がこの規定を利用して経営責任を認められた取締役または監査
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９４） Art. ２:３５０（３）BW.
９５）　Art. ２:３５１（５）BW.
９６）　HR ４ december ２００９, NJ ２０１１, １３１.
９７）　Art. ２:３５４ BW.
９８）　VAN HOOIJDONK & EIJSVOOGEL, supra note ９, at ８６.
９９）　Art. ２:３５０（２）BW.
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役から調査費用を回収しようとすることが多い１００）。「不当な方針」「不十分

な業務執行」は，特定の取締役等が重大な非難（ernstig verwijt）に値する

場合にのみ認められる。

９　決定（Beslissing op het verzoek）（第３ステップ）

９．１　概　　　要

　報告書により誤った経営があったと商事裁判所が判断した場合，当初の

申立人の請求により，救済措置がとられる（２：３５６条）。その他の者が救

済を請求することができる場合もある（２：３５５条１項）。救済措置の趣旨

は，会社を正常な状態に戻すことである。

９．２　誤った経営の認定

　調査報告の結果，誤った経営の存在が明らかとなった場合，商事裁判所

はそれを解消するための一定の措置を講じることができる。この措置が講

じられるのは，当初の調査請求申立人，調査請求権を有し報告書の写しを

受領した者，または公益が関わる場合は法務次官の請求があった場合に限

られる１０１）。調査請求が第３ステップに入るかどうかは，これらの者による

請求がなされるかどうかによることとなる。

　救済措置の請求は，検査役の報告書が商事裁判所に登録されてから２ヵ

月以内に提出しなければならない１０２）。第１ステップの場合と同様に，すべ

ての利害関係者はその請求に対して書面で意見を述べることができる。商

事裁判所は全ての当事者に口頭での主張機会を与えるため，法廷での審理

492（　 ）52

１００） Decidewise事件（HR ２４ juni ２００５, NJ ２００５, ３８２）で最高裁判所は，調査請求
手続の費用に関して，法人の破産宣告後に行われた調査の費用は，当然にして破
産財団の債務であるという見解を正当でないとした。破産管財人は破産法に基づ
き与えられた任務を遂行するために，自らの判断で破産財団の資産を使って調査
費用を賄うかどうかを決めなければならないとされた。

１０１）　Art. ２:３５５（１）BW.
１０２）　Art. ２:３５５（２）BW.



を開くこともできる。

　商事裁判所は，誤った経営があったと認定した場合にのみ事後救済を講

じることができる。誤った経営は，検査役の報告書の内容のみならず，調

査対象に関するものであれば，第３ステップにおいて商事裁判所に提出さ

れたその他の事実関係に基づくこともできる。誤った経営の判断において

は，当該会社の事業の種類や社会の中での地位（例えば，金融システムに

おける重要な銀行かどうか）が考慮される。

　誤った経営は，法律上の定義がある用語ではない。立法者は意識的にこ

の言葉の解釈を商事裁判所による個々の事案の判断に委ねた。最高裁判所

はこの点について「責任ある企業家精神の基本原則（elementaire beginse-

len van verantwoord ondernemerschap）」に反していることであるという表

現を用いている１０３）。しかし，これだけで個別事案の結論を導くことはでき

ない。会社は経営方針の決定や業務執行において一定の裁量権を有してい

る。商事裁判所は，会社が合理的に決定し行動すれば，会社が実際に決定

し行動したことに至るかどうかという観点のみから評価をしなければなら

ない。誤った経営は，取締役会だけではなく株主総会，監査役会といった

他の会社機関およびそれらの構成員の作為または不作為にも関わる概念で

ある。

　商事裁判所が誤った経営を認定した事案は実にさまざまである。意思決

定過程でデッドロックが生じた結果会社が適切に運営できなくなった状態

が誤った経営と認定された事案が多い。そのほかに誤った経営が認定され

たものとしては，合理と公正の原則（redelijkheid en billijkheid）（２：８

条）に反した行為，無責任な事業判断，法令または定款に抵触する行為，

利益相反行為の不適切な取り扱い，情報開示不備または不公正な情報開示，

計算書類の誤りなどがある。いずれも個々の事案の事実と状況に依るとこ

ろが大きい。商事裁判所はまた，申立人が調査請求申立て前に行った指摘

田邉：オランダ会社法における調査請求手続（Enquêteprocedures）序説
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１０３） HR １０ januari １９９０, NJ １９９０, ４６６（OGEM）.
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に対して会社がどのように対応したかも考慮する。

９．２　救済措置（Voorzieningen）

９．２．１　概　要

　商事裁判所は，誤った経営を認定した場合，次の一つまたは複数の救済

措置を講じることができる１０４）。

　（ⅰ）　取締役会，監査役会，株主総会その他の会社機関の決議の停止ま

たは無効宣言

　（ⅱ）　取締役または監査役の職務執行停止または解任

　（ⅲ）　一時取締役または一時監査役の選任

　（ⅳ）　商事裁判所が指定した定款規定からの一時的な逸脱

　（ⅴ）　受託者への一時的な株式移転

　（ⅵ）　会社の解散

　法文が列挙している以上の６種類の救済措置は限定列挙であるが，その

内容は広範囲にわたっており，むしろ商事裁判所が命じることができない

ことの方が少ないと言ってよいかもしれない。

　救済措置は，当初の申立人その他の調査請求権者が申し立てることがで

きる。救済の申立ては，報告書が書記官に提出されてから２ヵ月以内に行

わなければならないが，具体的な救済内容を特定する必要はない。申立人

が救済の内容を特定しても，商事裁判所はそれとは異なる命令をすること

ができる。しかし，救済措置の申立てがないときに商事裁判所が職権で救

済措置を講じることはできない１０５）。

　救済措置は検査役の報告書により誤った経営が明らかな場合にのみ用い

られる。しかし，これは商事裁判所が報告書に縛られることを意味するわ

けではない。商事裁判所は救済措置を必ず講じなければならないというわ

けではなく，単に誤った経営があったと宣言するにとどめることもできる。
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１０４） Art. ２:３５６ BW.
１０５）　HR ２３ maart ２０１２, NJ ２０１２, ３９３（e-Traction）.



商事裁判所が救済措置命令を出さずに，いわば経営陣に対するモラトリア

ムとして会社の自主的な対応を促すこともある。また，法人の解散命令は，

株主，被用者その他の第三者に重大な影響を与える可能性があるため，そ

のような重大な影響が認められる場合においては，解散命令は許されな

い１０６）。

　商事裁判所が救済措置を講じる場合，あわせてその期間を定める。救済

を請求した申立人，会社または法務次官から期間変更の請求があった場合，

商事裁判所はその期間を延長または短縮することができる１０７）。商事裁判所

が命じた救済措置を会社は無視することはできない。措置を無視して対応

しないと取締役会等で決議しても，法律上無効である１０８）。

　商事裁判所は，救済措置を講じる決定の仮執行宣言ができる。仮執行宣

言付決定に対し最高裁判所に抗告を申し立てても，仮執行は停止しない。

ただし，会社の解散を命じる救済については，その性質上復旧ができない

ため，例外的に仮執行は停止される１０９）。調査手続の第３ステップにおける

商事裁判所の決定は，抗告に関わらず救済措置を仮に執行することができ

るとされるのがむしろ一般的である。仮執行宣言をした後で別の救済に変

更することもできる。

９．２．２　事　例

　救済措置の具体例としては，取締役の退任とともに，会社の費用負担で

３名の一時監査役が任命され，監査役会は定期的に商事裁判所に対して定

款規定の変更などについて報告をしなければならないとされた Van den 

Berg事件がある１１０）。商事裁判所の権限は，当該会社の定款規定に関わらず

直接法令から導かれるため，このような措置が可能となる。Zwagerman事

田邉：オランダ会社法における調査請求手続（Enquêteprocedures）序説
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１０６） Art. ２:３５７（７）BW.
１０７）　Art. ２:３５７（１）BW.
１０８）　Art. ２:３５７（３）BW.
１０９）　Art. ２:３５８（１）BW.
１１０）　HR ４ november １９８７, NJ １９８８, ５７８（Van den Berg）.
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件１１１）では，３名の一時監査役が任命され，それらの監査役に定款の定めと

は異なる権限が与えられたが，このような場合は，商事裁判所が一時監査

役の権限の内容と放棄される定款規定を特定すべきであるとの指摘が学説

からある１１２）。また，一時的に株式を経営陣に譲渡することが命じられた事

案もある１１３）。法人の解散命令は最終手段である１１４）。どのような救済措置が

効果的であるかの判断は商事裁判所に委ねられている。

　商事裁判所は，発足後間もない時期には広範な救済措置を命じていた。

１９７２年の事案では，商事裁判所が１名の取締役の職務を停止し，外部から

一時監査役を任命して，役員の報酬も定めた。さらに職務停止中の取締役

ともう１名の取締役の報酬を指定して，後者に対して一時監査役と会計士

が監査を行うための情報提供をすることを命じた１１５）。これら一連の指示は，

現行法では，救済措置の結果について商事裁判所が必要な対応をしなけれ

ばならないとする条文に基づくものと解されることになる１１６）。また現行法

では，一時役員の商事裁判所に対する報告義務が定められている１１７）。

１０　暫定的救済措置（Onmiddellijke voorzieningen）

１０．１　概　　　要

　迅速処理を旨とする調査請求において，手続のための時間軸を限定する

ことは，その価値を減ずることになると認識された。これを踏まえ，１９９４

年に暫定的救済の規定が新設され，２０１３年にはその改正が行われた１１８）。現

行規定では，商事裁判所は，手続のいかなる段階においても会社を含めた
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１１１） HR １ maart ２００２, NJ ２００２, ２９６（Zwagerman）.
１１２） SCHILFGAARDE, supra note ４３, § １２３.
１１３）　OK １１ januari １９９０, NJ １９９１, ５４８（Friesendorp）; OK ２３ juni １９９４, NJ １９９５, ４５６
（ITP）; OK ２２ december ２０００, JOR ２００１, ２９（Naveman）.

１１４） OK ８ oktober １９８７, NJ １９８９, ２７０（Van der Klis）.
１１５）　OK ２６ april １９７２, NJ １９７３, ６.
１１６）　Art. ２:３５７（２）BW.
１１７）　Art. ２:３５７（５）BW.
１１８）　Art. ２:３４９a BW.



あらゆる利害関係者の利益を考慮した上で，手続の期間を上限として申立

人の請求により暫定的救済措置を命じることができる。実務では，調査請

求申立人は併せて暫定的救済措置を申し立てることが多い。多くの事案で

はむしろ暫定的救済措置を得ることが申立人の動機となっている。

　この権限が与えられたことにより，商事裁判所の裁判官は，会社法に関

わる事案について高度に専門的な予備的救済を命じることができる裁判官

として，その地位が飛躍的に高まった。第３ステップにおいて講じること

ができる救済措置と異なり，暫定的救済については法令による制約がない。

このため商事裁判所は暫定的救済に関して実質的に無限定の裁量権を有し

ていることになり，個別事案について効率的かつ決定的な判断をすること

ができるようになった１１９）。

　商事裁判所の暫定的救済の権限は排他的なものではない。地方裁判所の

裁判官も同様の暫定的救済によって予備的な救済措置を講じることができ

る。しかし，申立人が地方裁判所と商事裁判所の双方に暫定的救済の申立

てができる事案においては，地方裁判所の裁判官は抑制的となる。例えば

救済期間について，地方裁判所の裁判官は商事裁判所が決定するであろう

救済期間と抵触が生じないように配慮をするとされる１２０）。

　暫定的救済は秩序保持手段の性質を有することから，商事裁判所は慎重

にそれを利用することが求められる。２０１３年の法改正により，２：３４９a条

２項は，暫定的救済の必要性について，法令および定款に照らして会社の

利益と会社の組織に関わっている利害関係者との比較考量の上で判断され

るべきことを要求している。暫定的救済措置を命じる決定に対しては，最

高裁判所に抗告することができる１２１）。

田邉：オランダ会社法における調査請求手続（Enquêteprocedures）序説
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１１９） Zie HR １０ september ２０１０, NJ ２０１０, ６６５（Butôt）.
１２０）　MvT op de Wijzigingswet, TK １９９１–１９９２, ２２ ４００, nr. ３, pp. １４–１６; HEIJDEN/ 
GRINTEN, HANDBOEK VOOR DE NAAMLOZE EN DE BESLOTEN VENNOOTSCHAP, １３e druk, 
Kluwer, ２０１３, §３６３.

１２１）　Zie OK ２０ oktober １９９４, NJ １９９５, ４８５（Sintelmolen）. ASSER/MAEIJER/VAN 
SOLINGE & NIEUWE WEME, RECHTSPERSONENRECHT ２-II*, Kluwer, ２００９, nr. ７３２.
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１０．２　手　　　続

　暫定的救済は調査手続の３つのいずれのステップにおいても講じること

ができる。調査請求申立て後であれば，商事裁判所が調査開始を決定する

前でもよい１２２）。２００７年 DSM事件１２３）で最高裁判所が，適切な経営を疑う

根拠の有無を最終的に決定する前に暫定的救済措置を実施することは原則

として可能であるとしたのを受けて，２０１３年の法改正により明文で認めら

れた。

　中間手続として行うことができることから，商事裁判所の５人の裁判官

ではなく１名の裁判官で手続の処理が可能である。

　最高裁判所はまた，商事裁判所が調査開始前に暫定的救済を講じる場合

は，関係者の利益を比較考量し，十分に説得力のある理由が存在すること

が必要であるとしている１２４）。さらに商事裁判所は，適切な経営方針または

業務執行を疑う十分な根拠があると判断して暫定的救済を命じた場合は，

その後合理的な期間内に調査実施に関する判断を行うことが必要である１２５）。

　すなわち，商事裁判所が暫定的救済措置を実施する場合は，調査請求が

認められる可能性が高いという判断をしていることが前提となる。申立人

に申立権がないことがはじめから明らかな場合，あるいは適切な経営方針

または業務執行を疑う根拠がない場合は，商事裁判所は暫定的救済を講じ

ることができない。その場合，申立人は暫定的救済の必要性があるならば

地方裁判所に予備的救済を申し立てることになる１２６）。

　商事裁判所は職権で暫定的救済を命じることはできない。暫定的救済を

申し立てることができるのは申立人本人および調査請求の要件を満たす他

の当事者である。２：３４９a条２項には明文で定められていないが，利害関

係者が調査手続への参加を認められた場合は，当該利害関係者も暫定的救
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１２２） Artt. ２:３４９a（２） en ２:３５５（３）BW.
１２３）　HR １４ december ２００７, JOR ２００８, １１（DSM）.
１２４）　HR １４ december ２００７, JOR ２００８, １１（DSM）.
１２５）　Art. ２:３４９a（３）BW.
１２６）　HR ２７ september ２０００, NJ ２０００, ６５３（Gucci）.



済を申し立てることができる１２７）。

　暫定的救済措置の申立てを認めるかどうかについては，商事裁判所が広

い裁量権を有している。その内容は，２：３５６条に救済措置として列挙され

たものに限定されず，また，申立てとは異なる内容の救済を命じることも

できる１２８）。暫定的救済措置は会社内部の法的関係を損なうおそれがあるが，

その本質は予備的なものであり，また目的の達成のために必要な範囲を超

えてはならない。商事裁判所は関係者の利益を公正にバランスさせなけれ

ばならない。商事裁判所は暫定的救済の判断に際し慎重な姿勢を示してお

り，会社の置かれた状況や調査を行う利益との関係で，暫定的救済を認め

るのに十分な説得的根拠が存在していることを要求している。暫定的救済

は均衡を欠くものであってはならないため，商事裁判所は調査手続におけ

る会社および他の当事者の利益のみならず，法令および定款に基づき当該

会社組織のすべての利害関係者を考慮するようにしている。

　一方，暫定的救済措置は抗告によって後に覆されることもあり得る。実

際に抗告が利用される頻度はこれまでのところそれほど高くはなく，２０１３

年に明文規定が設けられる前は，訴訟手続が専ら利用されていた。しかし，

迅速を旨とする調査請求手続の重要な構成要素として，今後は頻繁に利用

されるようになることが想定される。

１０．３　暫定的救済措置の種類

　商事裁判所は，申立人が請求した暫定的救済の内容に必ずしも縛られな

い。会社が置かれた状況や調査手続の利益に鑑みて，必要と判断される暫

定的救済措置を講じることができる。請求された暫定的救済とは異なる内

容の暫定的救済命令が出されることも多い。申立人の請求範囲を超えるこ

ともあれば，救済措置の対象となる自然人や会社機関を変えることもある。

　しかし，商事裁判所の権限は無制限であるわけではない。第１に，商事
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１２７） Vgl. art. ２８２（４）Rv en HR ２３ maart ２０１２, NJ ２０１２, ３９３（e-Traction）.
１２８）　HR ３０ maart ２００７, NJ ２００７, ２９３（ATR）.
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裁判所は暫定的救済を命じることができるにすぎない。その期間は調査手

続の期間を超えることはできない１２９）。一方，暫定的救済であるからといっ

て，回復できない結果をもたらす救済を講じることが許されないわけでは

ない。第２に，商事裁判所は，強行規定によって定められた会社機関の権

限分配を尊重しなければならない。例えば，商事裁判所が一時監査役を任

命した場合に，その一時監査役に会社法上株主総会の権限とされている権

限を付与することはできない。第３に，商事裁判所は会社に代わって意思

決定を行うことはできない。商事裁判所の役割は，暫定的救済措置を講じ

ることによって，関係当事者の紛争解決に資することだからである。

　これまでの事件において，商事裁判所は事案に応じさまざまな暫定的救

済を生み出してきた。株主の議決権の差止め，利益衝突がある場合に取締

役会決議に対して拒否権を有する監査役の任命，取締役会が会社の現状を

変更するような行動をとることの禁止，取締役および監査役を解任する株

主総会決議の禁止，希釈化防止策の一時的停止，定款に基づく現取締役の

代表権を排除した上での新取締役の選任などが挙げられる。

　商事裁判所の暫定的救済については，最高裁判所への抗告中も仮執行で

きる旨の宣言を付すことができる。

１０．４　事　　　例

　敵対的買収など株主と経営陣の間の紛争を伴う場合に，暫定的救済はし

ばしば少数株主の武器として利用されている。

　ABN AMRO事件では，ABN AMRO銀行の取締役会が，子会社の

LaSalleを Bank of Americaに売却することを決定したのに対して，

Barclaysが ABN AMRO株式の公開買付けを表明した。子会社の売却が株

主や３銀行によるコンソーシアム（RBS, Fortis, Santander）の意向に反して

いるとして，それに対抗して ABN AMRO株式の公開買付けを試みたもの
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１２９） Art. ２:３４９a（２）BW.



である。

　商事裁判所は，当該子会社の売却は ABN AMROの株主総会に付議すべ

きであったとして，２：３４９a条に基づき，売却の執行差止めを命じた１３０）。

　これに対して，最高裁判所は，経営陣は LaSalleの売却を自らの判断で

行うことができるとして，株主総会の決議事項を定めた１０７a条は本件では

適用されないとした。最高裁判所はさらに，株主総会決議事項についての

総会決議の欠缺が取締役の代表権に影響を与えないことを定めた２：１０７a

条２項に基づき，総会決議の欠缺は対外的な効力を有しないとして，Bank 

of Americaに対抗する暫定的救済は正当化されないとした。そして，たと

え「公正な利益バランスが図られたとしても，LaSalleの売却を差し止めた

り，一時期にせよ不可能にしたりすることを認める余地はない」と判断し

たのである１３１）。最高裁判所の立場は，暫定的救済は第三者の権利が２：

１０７a条２項によって明確に保護されている場合，それに影響を与えること

はできないというものであった。

　HBG事件では，他社からの公開買付けと，別の会社からの経営統合の提

案が出ている中，HBG社はさらに別の会社と業務提携契約を締結した。

HBG経営陣の約束にも関わらず，当該取引が株主総会に付議されなかった

ため商事裁判所は調査を命じた。２：３４９a条２項による暫定的救済として，

商事裁判所は HBGに対して調査手続期間中の業務提携契約の内容を遂行

することを禁じた１３２）。商事裁判所は，誤った経営があることを認める最終

判断を下した訳であるが，抗告を受けた最高裁判所はそれを覆し，本件で

は株主に是非を問う必要はなかったとした１３３）。

　Versatel事件では，公開買付けにつづく合併手続において，監査役会の独

立性が欠けており，合併のメリットについて少数派株主への十分な情報提
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１３０） OK ３ mei ２００７, JOR ２００７, １４３（ABN AMRO）.
１３１） HR １３ juli ２００７, NJ ２００７, ４３４（ABN AMRO）.
１３２）　OK ２１ januari ２００１, JOR ２００２, ２８（HBG）.
１３３）　HR ２１ februari ２００３, NJ ２００３, １８２（HBG）.
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供がなかったとして，商事裁判所がその効力の発生を差し止める暫定的救

済措置を発した１３４）。商事裁判所は暫定的救済措置の中で，３名の中立の監

査役に特別な権限を与えたが，最高裁判所もこれを支持した１３５）。

　ASM International事件では，会社がある財団に対して新株を発行するに

あたり，役員構成の大幅な変更が余儀なくされることについての十分な検

討時間を株主に与えていたとして，商事裁判所は調査請求を認めない判断

を下した１３６）。

１１　抗告（Beroep in cassatie）

　商事裁判所は調査請求申立てを審理する第１審かつ唯一の事実審である。

商事裁判所の決定に対しては，手続に参加した者または当該会社が，最高

裁判所に抗告することができる１３７）。しかし，最高裁判所は事実の評価を再

審査することはせず，通常の民事訴訟と同様に，審理の対象は法律問題ま

たは合理的な根拠の存否に限られる１３８）。最高裁への抗告にあたっては，調

査請求申立てに適用される資本要件は適用されない。

　適切な経営方針または業務執行を疑わせる十分な根拠があるという商事

裁判所の決定は，専ら事実の認定に基づいている。したがって，最高裁へ

の抗告でこの点を争っても認められる可能性は低い。誤った経営の存否に

関する商事裁判所の判断についても同様である。
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１３４） OK ２７ september ２００５, JOR ２００５, ２７２; OK １４ december ２００５, JOR ２００６, ７; OK 
２４ maart ２００６, JOR ２００６, ９８（Versatel）.

１３５）　HR １４ september ２００７, NJ ２００７, ６１１（Versatel II）.
１３６）　OK ２０ mei ２００８, JOR ２００８, １５８; OK ２７ juni ２００８, JOR ２００８, ２３０; OK １３ mei 
２００９, JOR ２００９, １６３（ASMI）. Zie HR ３０ maart ２０１２, NJ ２０１２, ４２３（ASMI II）, na 
HR ９ juli ２０１０, NJ ２０１０, ５４４（ASMI I）.

１３７）　Art. ２:３５９（１）BW en art. ４２６（１）Rv.
１３８） Art. ７９ RO.



１２　まとめにかえて

　以上，オランダ会社法の調査請求手続の流れを概観してきた。誤った経

営の判断基準についてはなお掘り下げた考察が必要であるが，この点は別

の機会に譲ることとする。

　職業裁判官と会社経営に関する専門家から成る特別裁判所が，迅速な手

続で検査役による事実調査を行い，誤った経営が認められた場合には救済

措置を講じるというオランダ会社法の調査請求手続の仕組みは，近隣のEU

諸国会社法の調査手続とは異なる固有の特徴を有している。オランダでは，

株主代表訴訟に代わる少数株主による経営陣の責任追及手段として用いら

れるようになった。

　一方わが国では，業務の執行に関する検査役（会社法３５８条）や株主総会

の招集手続等に関する検査役（会社法３０６条）の規定があるが，これらが株

主代表訴訟と有機的に結び付いて利用されているかどうかはいささか疑問

があるところであり，この点についてはオランダの調査請求手続から示唆

を得ることができるのではないかと思われる。

　オランダ調査請求手続の実情を含めた実証的研究および EU諸国の調査

手続との比較分析，欧州会社法との関係については，引き続き今後の研究

課題としたい。
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